
韓国終済の現状

I 発展段階

純国経済を lつの完結した！ヨ民銭前としてとら

え， その発展段階を測定することには多くの図雌

が伴う。それは経済発展の状況を:tffi測するにたる

統計資料が不備で、あり， 現在利用しうる資料もそ

の信籾j文が一般に低いと考えられることのほか

に， 経済自体も長It]：問にわたる政治的制約のため

にいまだ完結した術却をいとなんだ終験にとぼし

いからである。

斡却は19世紀の末年からtfj2次大戦の終了II告に

いたるまで， 約半世紀のl何日本の一郎であった。

この，m斡．国は巨木に対しておよQr1物， J~水産物など

の原料・食加を移出するとともに， 日本から消政

j拡を主とする工業生産物を移入し， 日木木土に対

して従属した経済体系をいとなみ， それに伴って

敏行的な経済発展をLめした。

日本の統治下において， 朝鮮には二’じ部をr1・，心と

してあるていど重工業－の発展も見られたが， こう

した近代て業の基盤となる工業施設の多くは1950

年6月から 1953年7月にいたる朝鮮劫百しの結果，

北革命38度を境としてその北方にあるものは現在の

斡置から切断さ－れた。

朝鮮動乱は南北朝鮮を2分したばかりでなく，

現在斡同の版図にある地域にも重大な人的および

物質的国富をあたえた。動乱によりl剥鮮から失わ

れた人命は約100万といわれ， 60万戸の住宅と900

の工場が全峻または倣損したと推定されている。
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いで ι9 の すu
小出 j事之助

i!'!JJ乱による惨禍は独立後の抑同にとってはまさ

に域滅的なものであったが， 終前官li環iに加えられ

たこのような政治的な制約は， ＠日しをもって終.Iヒ

符を打ったわけではない。綿悶は動乱終了後も，

北鮮およびその背後にある共産主義国と対雌すベ

く， 悶民経済の生産水準からすれば不相応と思わ

れるまでの軍備を継続して維持しているo l司民経

済のうえに加えられたこのような軍事よの負担

は， 現在の斡図では独力でi耐えうるところではな

い。アメリカを「11心とする西方の陣営は，現在で

も多額の軍事上， 経済上の援助を判！閏に供与して

いるが， こうした引怖はt仲間経済そのものの拙搾

をーそう周期tにさせる。つつ．めていえば， 時国経

済をそれに加えられた政治的撹乱要因を除外して

見ることは， かつても困難であったし，また将来

もこの困難は継続するものと思われるo 先般発表

された経済発展5カ年計四のl成否も， かなり高収

に外閃からの援11.iJの多拡に依存していると思われ

匂司，

1'.;>o 

経済発展の段附を推測するうえでの以上のよう

な凶雑を念頭Kおきながらも，現在入手できるデ

ータから概括的に推定すれば以下のようになる。

R• ハ｛トショ｛ンは， 経済発展の水準を公定

為替レートで換算した1人当たり国民所得のドル

の｛払石炭に換算した国民1人当たり年間エネル

ギー消費の・煩および非民業労働力人円の総労働力

人口にしめる比率を基準として定め， 世界の1111々

を経済的に進歩した国， 中｛立の国，および低開発
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I ！.~の 3 植の組に分かつている位 1）。かれは低開発

凶をさらに2つの組に分け， その上位に属するも

のの最低基準を凶民所f~i\130 ド Jレ以上，エネルギー

n~貨 0.1 トン以よ， ~WJ.:lt業服Jl]30%以よ〈いずれも

1955年〉としているが，隣国については峨前のエネ

ルギー消此のデータ（0.11トン〉しか得られず，！日t

困を低開発｜百I二位の組に位fltつl-rている。国民所
得を公定の換釘率で換m：：することには問題が多
く， とくに斡｜却の場合のように最近1年間に為併

レートが約2分のlに切り下げられたところで

は， このt官担1に多くのz主l床を期待することはで‘き
ないが，少なくとも現抱iの1ドJレ対1300ホアンのレ

…トで、換t？：すMるかぎり， .1960年の 1人当たり｜蛍民

J肝1＠は公主c封I音J・によれば72ドJレ寸3あり，ハ一トシ
習－ンの~

ていなし、。また非~梁踊i用の司名は一一北鮮が切断

された効果が大きいが， 一一1960年において27%
であり，これも上位の基準に述していない。これ

を要するに有1＼国経済の現在の発展水準は， ポルト

ガJレ（201Iりレ， 0.12トン， 52～62%), イラク (195ド

ル， 0.18トン），メキシコ（187ドル， 0.60トン， 42%)1

フィリピン〈加1ドル， 0.10トン， 29%）などの部類

に迷せず， インドネシア，イ．ン！ごなどの水準にむ

しろ近いというニとができょう。

代表的な担保のうえではこのようにおくれた経

済をもつように見える幹閣も，一そう定性的な，

経済発展への前提条件となる諸要因に関してみれ

ば， 低H日発｜到の：＠：f函のクソレ｛プとは比＇ 1［皮にならぬ

進歩したI師をそなえているのであるが， その主~・

なものをあげれば以下のとおりであるo

1. 圃民1人当たり所得が上昇していること0

1953年から的年までの国民総住淀の成長率は年平

均4.7%であり，この珂 1956～57年には8.7%左い

うlN:尚の成長率を記録した位2）。近年の人口地加

平は年約2.9%と見られるから， 1人当たり国民総

とlミj車2は年約2%の割合で成長したことになる。こ

の点から見るときは， 斡同は南部および取前アジ

アなどの多くの低開発｜耳のように， 現布やっと発

展が軌道にのりはじめた凶より一歩先んじている

ということができる。

2. 貯i答率。国民総倍程の成長平とi1j-応して，

純｜司の貯都1f，｛も低開発悶の多くの国々にみられる

通常の率よりも若干高位にあるということができ

る。 W•W ・ロストウは国民経済が自律的成長を

とげるためには， j廿1皆ヰiを5%前後の水準から15

%以上の水準にあげる必要のあることをのべてい

る｛注3｝。現在アヲアの低側発肉では発展がその絡

につきはじめたため，ー lげ帯率が7～8%に向上し

ているものが多いが， 韓国の場合1955年の不変価

格ではかった 1958～60年の平均した国内総資本形

成制が国民総生産にしめる比率は 12.6%であった

他心。この点からみる場合も，韓国経済は低開発

国の最低のクソレープより一歩前進しているように

'Ii!iわれる。

3. 社会的間接資本が一応の盤怖をみているこ

と。韓買では現在なお間接資本が不足していると

いわれ， 1962年から開始された経済発展計画の初

年度では， とくにこの部門の充実に力が注がれて

いる。 しかし現在の水準をもってしても道路，港

湾， 鉄道，通信，病院3 補j既施設，教育などは多

くの回開発国と比較して， かなりのていど整備さ

れているものと思われる。

4. ｜司民の他国三状援がよく， 労働意欲および労

働の規待がかなり進んでいること。近年の低開発

の理論は， 続前発肢の条件を見るうえで投資の吸

収能力（absorplivecapacity）を形成する人的要肉

をしだいに霊視する傾向があるが他5>, 人的要因

のうちたとえば企業家職能が開発の当初において
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しばしば愉入品によって補完せられるのにくらべ

-cu.ts), 組則的にはさーわめて困難な1m泌を提供す

るのが労働力の資質である。 このl，〔に19Jして前1¥1IJ:1 

が働く般会さえあればかなり掠位のf6い労働力を

支出しうる泌大な失業者のブ－）レをもっていると

いうことは， 粁前発展の将来を市部および以前ア

ジプなどの低1;u発問にくらべて， 非協にかるいも

の止するという点が強，羽されなくてはならないο

5. ｜当丘：の教育水準がLt,般的r.~ く， 文行取が瓜－

いこと。 1960年別在，修学年令（G政）に述した児

惑の95%は通学しており， 12成以上の｜見氏の文官

~~は15%にすぎないQ けれども教育制度全般とし

ては， i:'fiで~~：教育，技術教育の機会の狭少が11-Ul剖と

なっている。

6. 企業家m~能のy:;,:.(1：すること。！tltV:後の企業

家~飽がどういう源泉から発ととしたかは？作者・の羽

在まで何lりえないところであるが， すくなくもこ

の機能のli：紘体は 196Hr~5月の＇.＇j'i：命によって大ぎ

な変質をとげているo 不正な企業家と政府職ぬと

の泌むをただすニと ~i 革命間後の軍司I政権の公約

にもみられるが， このような状m~は革命前の斡凶

においてはかなり混性化していたように見受けら

れる。＂•＇i'r.命政紘はその後拍手した不正部！日・者の処

分により， こうした資本家とmされる人々をそれ
に関係した政府職民とともにー附したが， それに

かわって登場し， おそ£も継続している問題が企業

家の木足ということである口 このtW迩iに枠間経済

が今後どのように対処するかはIつの問！起である

ヵ：， 少なくもかつて1誌を帯都し，生産的にそれを

投資し， 企業を管1.¥llしようという位向をもったー

鮮の人々が存在していたニとにtよ疑問がない。

7. 政府の機問がととのい， 官吏が能率的であ

ると，思わオしること。 政府の担~mについては羽従で

は前理｛でのべたと同じように市命後大きな変化を
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こうむっている。 現在の軍事政権は政治；（.＇（ Ji!）.の決

定， j.tJJjj，調抱のti員抱（注7〕を平ii寺より仰Jj~必した

手続きで行なっており， このl?il］年で、i吹椛は断定的

に独j占的， ;11，民主的となっている。 しヵ、しその1'1

容はq.政権主111在の形骸のみの民主主義よりはるか

に広汎な民衆の支f与をうけ， 政策はおおむね円前

に遂行されているように凡受けられる。 とくに絞

持政策にIY.4しては， 経済発展計四の担当＇i.~r庁であ

今年初UY.fl刈：大な5力作i:-1-ii画案を発表る企周院は，

したが， 昨年9H日本政Mから派泊された調査Eli

がソウ Jレを訪れたとき， 企国ii誌のxil物のm灯が開
皮までともり， w~nが；H·嗣作成にいそしんで・いる

ように見えたのは，

ところである仙8）。

回以が！岐点／Jをもってffi倍した

8. こ［JJJ~llU工業の伝統が亦在することの ニれは

しかしf:I木統治のiJjIをの lつであ・るとJi!]..われる。

現状においては， これらの工業が前方および後方

への述鎖（ft9）をおこすことが少な〈， 多くは孤立

しているニとがII日j泊である。 ;;moi tJ : rH J ，~に分断さ

れたこともあって，

m，~が桜花；せず，

；：~1E{f.在しない。

多くの工1如何て業には十分な

グ＇（：,it｝産業としてElぼしいものは

以i：列挙した訪問の糸111こに徴するとふ jt民段

｜仔としての斡凶経済はロストワのいう「前促条件」

(preconditions）山10）はほとんど完附しているが，

「雌｜控」（take-off）の継起しない特殊な経済であっ

たと見るζ とがでまる(il:11）。その前提条件のうち，

かつてもし欠けていたものがあるとすれば， それ

は国民経済を統合しようとする社会的諮｜判imのお
欲そのものであったよう~こj品われる。 くりかえず

までもなく朝鮮は長い間日本の植民地支配に服L

ていた。 19451ド， 日木の敗戦によって朝鮮は l~li@

的1・と出！況を回復したが，

的努力の結果ではなく，

それは114比大多数の自発

むしろタト商幼、ら与えらJt,



たものであった。その後194811：：まで初鮮は戦勝｜司

恥の軍政下にあったが， 向｜習に政権がもどっての

ち， ｜尚もなく破滅的な~Wf武蔵umしに見持われた。そ

の動乱からの復興過程はアメリカのj語以における

戦附と不即不離なものであり， こうした条件下に

おけるアメリカの俊助政策が， 経済復興政策とい

うより叫極取における戦略拠点の維持という市に

より多くのな論争？おいて行なわれたものであるこ

とは， 他の事例からおしても容易に也！像しうると

ころである。要約していえば朝鮮は日本の拙凶j山

文況を離脱したとたんにアメリカの戦略的支配に

従属することとなったのである。アメリカの戦時

的支配に経済発展にl則するいみで、もすぐれた嬰泌

があったであゐうことは， 日本の-hU民地支配にも

すぐれた而があったであろうと同織に自制なニと

であろう。 しかしそれが砕11'41舟民の経済的に外問

に依イチしようと寸る性向を助以し， IR民経柄統合

へのj立欲を!H:l科する結果をkもなったことにも説

諭はないであろう。

しかし荻面的に見たばあいにも， U}60年以降事

態は一変したように忠われる。その年4月ソウル

には大規模な学生の額挺が起こり， その約采李君主

！政政権Ji瓦解した。その後l~手をへてさらに軍事

革命が起ニり， そニで~じた政権が現在の韓国を

支配している。現状においてはいまだ混とんとし

た隣同の新しい社会純造が，将来どのような形で

かたまるかは予也！しがたいけれども， すくなくも

1960ff三を契機として伝統的社会構造が打ち破ら

れ， 白神的結済成J;毛のために必要な新しい{i!!j自立観

の発見と，社会における mobilityが動き出したニ

とは事実である。韓国経済の今後の成長をうらな

う治大の架｜刈は， この動きだした社会の動，ruいか
んに依存するといっても， 決して過言ではないで

あろう。

・7・・2 調 査 ＇.！！＇.・·：~巴＝・竺

( ti: 1 ) Richard Hartshorne，“The Role of the 

State in Economic Growth: Contents of the State 

Arca," H. G. J. Aitken, (eel.), 1'/Je Stale and Econ<Jmic 

G,・owlh, New York, 1959, pp. 290～4. 

（注2) 外務行北京アジアm~；凡 「19'18～19凶11：.の

仲間凶L＼：結住地の!t(：移J，『時悶銀行制丘月報）1, 1961 

王ド12月号， l!/1キil:-!7:fド2月10fl。
（白山〉 W.W. Ros'.:ow，勺＇he’l'ake.-offinto Self-

Sust.iincd Growth，” Economic Joumal, March 1956, 
The Stages of Economic Grow/Ir, Cambridg England, 

1960に収ろく。

OJ: 4) ちなみに，このl日Jll!lの組臥採穴水係数を脱
却：してみる・とほぼ3となっ，それはリーズナプルなf世

である。

CH: 5) その比悦仔Jf}J J!IJにぞくするi議i耐として，た
とえば 13rnncoHorvalの“The01下timumRate of 

I1wcslmcnt，＇’ Economic Jou mat, Dec. 1958, pp. 747～ 

67をj己よ。

〈注G）；企築家1，次能の愉入については； R.ignur 

N urkse, Problems of Caρital Formation in Under-

developed Cozmt,・ies, 1953，、￥.W.Ro詰tow,The Stages 
of Economic Growth, 1958などにこれを強拐する見

郎がある。

（注7) 主砲には rulemaki昭， ruleapplication, 

および n.:le acljucl icationであるが，促Tl：上以上のよ

うに訳しfこo

Ci:ヒ8) J • K・＇）jルプレイスはイ 7'ラエfレの経済
発院からうけた教訓として，ぬ展への必要な張関に，

組前政策のFlr,,，が明示され，それがRl・ii!!it1U：において

検討され調持される必裂のあることをかかげている。

現在の待問の状況をみれば，少なくも政府の中央にお

いては， この型例こはそなわっているのではないかと創

作おれる。 J.K. Gulbraith，“A Positive: Approach 

to Economic Aid，” Foreign Affairs, April 1961, 

pp. 444.～57今問。

（注9) A. 0. Hirschman, ＇‘Forward and B,¥ck-

ward Linkage，” by The Strategy of F.conomic De-

veloρment, Ithaca, 1958. 

G¥.:10) The Stages of Economic Growth. 

(tl: 11) 日ストウはこうしたばあいを＂ enclave"Olt

ぴ石）となづけている。官ii拘＂The Take-Off into 

Self-Sustained Growth” ~I!!任。
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II 経済の基本間！組とUHJe5カ年計画

,:•1t.l:r4 の終消はぽ倒的にj見栄の比重の；：追い経済で

あるo 19!-i9il.！米の統計によれば，総就業人口のう

ち73%が1fjl次臨業に従引し， m2次およびf.fj3

次産業に従事する労働力の；1;u合は，それぞれ2.5%

および24.5%である。

｝~地の｜皆同別配分状況はわが｜卦とくらべて大設

がないが， :U山の~I：凶zff！：が低く｛也m, Iヨ1乍肢でも

自家でi出資する織物をIき給しえないいわゆる抱組

出家が多数仔イl；する。 Jニ託！のint業別就業椛五1と

比，1皮した場合，産業別E!5l民総生成が飴・l次間業

38.5%, 郊2次回足業 20.0%, f-T1 ：~次mt業 11.5%

の¥I則合であるという引災は， j品業におけるい－~.，じ

るしい！：I：院性のおくれを物語っている。！附・自立殺

物の位；mが消伐にみたず， 総消伐の約 l ；刊を外 1~1

から輸入している。

~民のl民業所得は平均してきわめて （iliいが， ）込

1剥j切やその他に近隣の工業やサービス業部門で就

業する機会はきわめてとぽしく， 家内よl；業もほと

んど米泥述であるU したがって低所仰の民民のか

なりの部分は滞在失業者であるロ

尚之£失業者数の般日！・は基準によってまちまちな

結巣をうむが，ある地計・ではそれを250).J"と祢して

いる。他方顕在失業者も約250JJあるといわれる。

労働力化率は不明であるが，一応それを45%と仮

定するとさ，総人口2499万位13）から庁1・iiした潜在・

顕在失業の中はあわせて50%1・こ接近するo 失業！国

阻は低所得の｜司！舗とあわせて，林国が直面するも

っとも基本的な経済問脳である。人1-1の増加京は

比較的自〈， 最近の他計では年2.9%とされてい

る。

｝.！！！業にくらべて工業は， 1,k的にも質的にもーそ

う未発述な状況にあるo 工業の発出のためには多
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〈の条件が欠如している。前述したように現在は

企業家がとぼしく，官:£ii！者にも，熟純労働者・にも，

技術者にも不足がある。近代的工場の生Jrrll泣｛，／Ifも

多くは老朽化して非能率である。このJ試で第2次

大取後のアメリカからの銭助は， ~；｝ i月J浸助にかぎ

ってみてもその大部分は rl~1!t財の不足を布nうもの
であり， (-1-:i主的な投資に寄与したものはごくわず

かであったことがしばしばj出向されている口

工業の発出を削山する！ill凶として市場が扶｜慌で

あることもしばしばあげられる。その技術的な］Jl

r-1'1 としては迎•！i怖の末発述もあげられるが， 経済的

な担山としては｜司氏の大多数が低所得であるた

め， 近代的な大規模~，三践に有利な有完u·;r.J12が存｛I:

しないということである。

工業の発達官！Ill出するいま lつの！ボ凶として

は， 特I習は有明なJ也下資似の瓜存にとぼしいとい

うことがあるa 鉄鉱石の埋i出Rに－しても，将来綿

｜卦経怖が発！良したのも， IT•l 11g u,1:11をみたしてなお

輸出余力があるほどとは高ーえられていない。けれ

ども工業の米先述な別状においては，鉄.1U~位i炭，

タングステンなどの鉱産物は山政物とともに愉r11

の大部分をしめているu

ql店l耳経済をなやますその他の閣誕Itは114際収支の

浸性的不均衡である。 19日）年の災訓によれば，物

的輸入3位4300万ドルに対して輸出はその11別に

も述しない3300万ドルで・ある。台湾やi有ヴェトナ

ムは斡l況と悶：様， アジアにおけるアメリカの戦l硝

的フロンティアであり， アメリカからの郎助を受

けつつ｜且内の！刑法を維持しているl，＼では共通して

いるが， 台湾の場合は経常輸出入の比が2対3'

ヴェトナムの場合はほぼ1対3であるのに比し

て， 1協同の状況は匝倒的に li1占Wlである。事1lll~は1960

年についていえば，一般貿易外収支も入超であり，

ニの国際収支の不均衡を6300万ドルのIJ4迎if（から
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この結果［型民総生産にし

目標年！立において~l 次j主

鍔2次産業が26%, ~13 次｛(f~が：l9%

になることを予定する。

%をれぞれ地Jmさせる。

める各産業の比mは，
2位7600万ドルにおよぶ先進｜司か

らの附与・でカバーしている。

以上述べたところを必約すれば，

の受け入れと，

業が35%,昨｜卦経済がiM

すみやかに続税を発展ifiiする抜本的終lifI品,H岨は，

－一’これらの計拍i問艇にl却する数値のほかに，させて船用と｜型民i!r1r1の水準を向上させること

出業主~底力の上昇とJ~

家所得のI向上，社会｜回接資本の拡充，国土の保全，

はエネJレギー資訪日の都保，1141際収支をなるべく均衡に近づけることにあと，

るといえるであろう口

1ft[JJ政権は政陥＃取ののt,, 技術革新等にとくに政策のill点をお輸出の拡大，5月31日に接木粁

なかでも 1n22日， m・
1 次訴前開発5カ年計・耐の叩訴さを先悲し，

ff酬をに経済企II副院を；没idして総合的経済計四iの立

架を急いでいたが， 今年1Jj，各部11リの検討をお

くことなうたっている。

こうした計四が内包する訪問J却を検討するには

多くの角度があるであろうが，

その後矢つぎばゃにありJ的に各

fillの経済政策を災五tiした。

前政策な発表し，

開発！同と共通して，

の囚珂tを促供するI』日凶は， その国が計四期間1-1~に

受け入れうると予想；！する外資の大きさが不服定で

あるというニとである司 j明llド1:1に受け入れる外資

それを1

そのさい多くの低

とりわけ~u?I品のぱあいーそう

これと

えてその企ぼうがIPJらかになった他g）。

いくつかの｜三｜的変数を前提と

Lて成長のi必直径』？？を邸像することも可能であ

日現i年次に外資依存を皆無と

するというのであっても（中同年度の径路のlllJ揺はあ

の形態や仰が年々椛定しているならば，

そのほ!iJH~. こ

のHi·両~t r11'i: 命政府が尚i'！＆と社会思を－｝~11L, ll~ 

民経済の自沖：成jえのために樹立した民則経済開発

m1 次経済!JI~活 5 カ年計四には，

つの制約条件とし，

あるいはまた，る。

この計闘の日

総の数値のうちIT；叫なものちr:Wi千ひろえば以下の

とおりである。

とうたわれているが，まi・1日である」

るが〉，あるていどは条件が縦定せられるo韓国の

似合は経済の対外依r1m：がいちじるしく向く，
かもそれが不確定要請として計岡田町iの到達を不

し

II4民総生，~主のh記長率を~n 年伎の 5.7% か

ら第54）又の8.3%まで徐々に引き上げ，平均成長

本を7.1%とする。 j!q民1人当たりについていえ

ば年平均約4%である。

1. 

このよ硝：コミなものとしていることが特徴であるo

計画当周としては，詩I・阿そのものを年うな場合，

々の災現値にてらして随時修正するほかなく，

耐を’ー草nのローリング・プランとする必要がある

貯部ヰiを基準年度（1960年）の14%から段終

年度の28%まで徐々に引き上げる。

2. 

政府56%のmu合総投資の財源は民間44%,3. 

あらかじめまた計画を検討する側でも，う〈注15）。とする。

せいぜい定性的な批判

の械にとどまるであるう。

ニこでは仲間経済の将来の発良女決定するうえ

比較的混嬰な嬰｜尽になろうと瓜われる版業構

。給対しうることの多．くは，人口11'.l)J日中は創出の1j.:2.9%から！日米には

2.7%に減少することを見込む。

失業本を1960年の2'1%から，

4. 

iヨ恕l年！立には5. 

で，15%に焔下させるものとする。

・jlliと開発資金制i主の問閣に苅！阻．令しぼって一応

の論11干を加えるζ ととしたいロ
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~~2,x 
第3次産・栄の生産を20.3

JUJl/l]r 1-t箆1次1虚業の出践を：15.8%,

j虚業のとL:.El±を101.9%,

G. 
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（注12) lli依田誠！lあたりの収；r,a，わが凶のおおむ
ね7t捌と舵定されている。その理由としてはいろいろ

あろうが，とくに金肥の不足があげられているo

〈注目〉 1960年の同勢調査による。

（位14) この5カ年ill・回は1960年をll,;i/l1年次とし，

1962 i1王から 66~までの 5年11.11 をおおうものであるが

一－－wi国の財政年院は肱年とおなじ一一主として1961
年の品業が予定l外の也子r・であったことを理由として，
tt！・商問並の必要を生じ， 1962年3刀ごろに修正案が指

去されることになっている。

（注15) ベ γクセミ γ ・ヒギンズは，アジアおよび

~nuの低IJH~同f般について，ローリング・ブラ γの

ill要性をのべている。 EconomicCommission for Asia 

and Far East, Programming Techniques for Econo・ 

mic Development with Special Reference to Asia 

and the Far East, Report of the First Group of 

Experts on Pro♂nunming Techniques, E/CN, 11/L, 

77, !960. 

班産業構造

低i;日発図の経済発肢を計闘するうえにおいて民

業と工業の比重をいかに定めるかは， ほとんどす

べての開発計岡に遍在する問題である。

工業をm視する見解は， ー般に工業への投資の
限界効都が ）~業部門への投資のそれに比して高い

，店uこ注l=Iし， 出業を重視する見解は，先進国と低
開発国とのj司祭分業の利益に注目する。後者・の見

解はさらに低開発｜副の経済発展が一定の段階に到

述すれば， やがては主業イじが必要な課題となるこ

とを認めながらも， 当而は都市における工業労働

者を扶養するために必要な食組を，~村に残存す

る労働力が従前にまさる~店主主によって生産する

のでなければ経済発脱が掛折するであろうニとを

指摘する。

i昨i司の終済計画は， 5カ年の見IJ問内に前述した

ように節l次産業を35.8%, tfS2次J車業を 101.9

%成長させることを予定している。この比率のみ
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から見るかぎり， それはいちじるしく工業化に霊

J認をおいた開発計阿である。けれどもそうした比

取がととじた理由の1つはさきに産業別就業側巡お

よび｜話民総生産の比率でみたように， 現在の工業

住庄の規模があまりに綾小なことにあるという，At

をみなければならない。それは工業坐産が出発点

においてあまりに小さいため， 比率において高い

成長のように見られるだけであるo この工業化の

ペースが， 現在の綿国経済において災行しうる最

大l践のものなのであるうか。

工業イじをおくらせることには現実の引悩があ

るo 先般i位向会議が発表した5カ年計周知・1年度

の財政投開！資計jtl1／によれば位16）， 鈴・1次s飽・2次，

および節3次産業に対する投資資金の配分は，卸

l次 27%,m2次 19%，および第3次 54.%と

なっているo この比率はとくに計I面の初年度にお

いて， 第1tiぐおよび第3次産業の比逗をいちじる

しく t6くしたものであるが， それは計画の初年度

においては迎輸， エネルギーなど，工業イI::,の基礎

となるべき経済的一般資本位17）の拡充が必要であ

るためと， 固定資本の建設期間が比較的短く，~

j{fl効果の発現の比較的早い股業部門の拡大を当初

にとりあげ， こ礼によって建設期間の長い一般資

本の投資によるインフレ｛ション圧力を相殺しよ

うとしたためもあると思われる。

ニの意味では計画当初の投資計画が工業部門に

十分でないのはやむをえないことであるが， しか

し計回i改終年度の輸出計画を見るとき， 期間1-l・1の

工業化がはたして十分なものであるかを疑う余地

がある。

すなわち1960年度の斡国のl陥出は， 食料品3 非

食mffi1料， および鉱物性燃料のl焔IJ＇，が4700万ドル

で，総i臨／llrf(i6100;:i IとJレの77%をしめているが，

1966年の計四では， 上uoの品目の愉出加が9000万
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ドルで，総l陥IJj1 ｛：立1800万ドルのやはり77%をし 視する見解は位19），食料の自給を経済発誕の過程

めることになっている。これl叫 t囚のl陥山が，羽、 ド｜・l確保するかぎりにおいて一一国際貿易を前提と

在では出産物およひ．工業原料の輸出にいちじるし すれば食料の供給源に輸入を加えてもよい一一－段

くm点をおいているが， 5カ年計阪が終了すると
をもこの傾向は改まらないことを意味している。

幹国が現在もっている工業生産技術， 生産量や

価絡を前捉とすれば， 計画期間r1:1に工業製品の：l描

出をーそう大幅に地加することは｜損維な目標であ

るかもしれない。しかし）良産物や石炭についても，

輸出市場が将来工業生産物におけるよりいち．じ

るしく明るいことを保証する理由もないであろう

（注18）。

本来斡｜到のように，労働力資源が；控訴であり

一一それも前述したように， fiiだけでなく質も優

秀である一一天然資源のとぼしい経済では， なる

べく加工！交の低い商品を愉Illする方が総資源はよ

り有効に利用される。例外の場合は，出産物など

)JIII＆の低い商品安輸出するこ止により， 国際収

支がはじめて一定の自主張に巡し， かつニの目標が

経済計il!Jiの上で強度なmu約糸川：である場合であ

るo しかるに韓国のばあいは，悶際収支の赤字が

1960年において 3位1000万ドルであり， 66年にお

いてもそれが3｛~5600万ドルと，かならずしも改

普されることにはなっていない。そうであるとす

れば，輸出を増大するか，輸入を節約するかは，

韓国にとってほとんど無差別の謀雌であろう。こ

のような状況において投資を選抗するさいには，

輪山よりも， 投資の限界効率にq-1心をおいた基－111

が探月Jされるべきである。そうしてこうしたJ出酵

を保則した結果は， さきにのベた産業別労働力構

成と産業別｜君民総生産の比較からただちに明らか

となるであろうように， 工業への投資が附加し，

~産物の輸出はーそう減少するであろう。

先に述べた， 経済発展において民業の充ヨ毛を主

業の優先を論ずるものであり似20), その限界をこ

えてJ2i業発展の必ggを説くものではない。そうし

て称｜宣のばあい， 食料を自給するにいたるまでの

11業生産の向上は， 比較的わす羽、の資本投下と，

技術および組織におけるあまり資本を使用しない

改普により，迷成しうるのではないかと担像され

るo

けれども他方綿固にとって， 工業発展について

は十分な民望がひらけているであるうか。現在の

隙悶においては， 有望な柏山工業主hilliがあるとは

考えられないし，｜鳳内市場についても，近代的製

造工業は多くの部門で大fil~illiの利益を発邦する

のに， irfHBIのl:Js!内市場は狭i溢である。

この間Jfilを解決するには2つの方向が者えられ

る。その節lは地方的なrli場に適した小規悦な手

工業的！.l:if~技術合探附することである。それらは

多くの場合， 資本，とくに外資を節約しうるであ

ろうし， 山村の潜在失業者を吸収することに役立

つであろう。現在政府はJ.！；！家所得の向上のため，

i初栄としてカマスのと！：EEに努力じているが， これ

に類似した手工業は各随のものが老えられてよい

であろう。

市場の狭｜溢を克服する第2の方法として考えら

れるのは， ピッグ・プッシュ出21)または凝集効果

（仰のを期待することである。具体的にいえば，そ

れは工業地帯に集中した；話路梁に投資を行なうニ

とである口こうした投資を行なえば諸産業はたが

いに原料供給者， 製品市要者となる結果，諸産業

を分断して設立するぱあいに比してーそう大きい

市場と， それに伴う大規脱出産の利益とを享受す

るζとがでまる。こうした計画を行なうためには

43 



””で：－＝－＝”＇！：＝！！：；調 査 －－－－－－・勺H・H・....・H・H・H・－・？・M・M・－－－－－ー－…・・・・・・ ．， 

近隣に~~~~nfな資源があるとか， j目的地への交通が

便利であるとかの別的のある地域が却ましいが，

）］＼イI：の政Jr:.fは数仰の工業都市を他設するほか， i日

,j<ll:23）と太 1~1jllW:24）に火j見悦な地域IJI-J発HI・回iをた

てているoζれらの計百1jは・帥IHの工業化のうえで，

Jl・lliiiJ店聞をつうじて l比大の却mlとなるであろう。

デェネリーが多くの工業｜到における工業発！民の

照史について’＇.JJHiEしたところによれば， 工業イじを

うながした 11:.k.大の動機は輸入工業製品のl.!J内生産

による代都ということであったW:25）。抑閣のよう

に，先潟町；業となるべき’ 114~/l\J：業がない経済には，

このことはーそうあてはまるようl’こflしl・;,lLるo し

かしごく liWJIこみるときは，斡Iii!』亡：t；；ける安｛1lfiで

山町な労働力の・が在は， 先進国工業にとって114lfit 

m場での強い作成となる京Tlのあるものである。
榔国の工業化は，現在有'i:l！.な輪山ifttI日Iがないとい

うllli自で停頓することはでまないし， またおそら

くはしないであろう。 もしそれがf自制することが

あるとすれば， それは政治上の不安定状態のTIJ燃

によるか， または資金百iに園部rnのとl.:じたばあいで

あろう。

（注Hi) 1962年lJ1 ti日付け昨年悶日報』。

01:17) tl~J:!11 では迎輸のほか＇ill力もめ・ 3 次制11"1 とし

てし、ることにtl:'.a：；せよ。

〈注18) 来者がこの点でとくにl¥¥llillとするのは米お

よび無制民の輪出前大である。 M俳人夢など特殊なC:

rrn；物の柏Iiiiii J拾の見とおしについては， l匹者はゆlらか

でない。

Cit19）、"N,A. Lewis, "Economic Development 

with Unlimitccl Supplies of Labour," Agarw:1la & 

Singh, (eds.), Eco11omics of U11dcrdcuclo/mumt, 

Bombay, 1958に収録および， Jorgenson，“The

Develop:nent of n Dual Economy," l!.conomic journal, 

June 1961, Pi>・ 309～34. 

（注20) 椛済指限にとらない， Jllll( L人当たり食ft,t

jf'j t＇，の附加することは：.＇$・ 1.1r：に入れなければならなし、。
(il:21) P. N. Rosenstcin-lfod,m，“Not巴son th~ 
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Theory of the Big Pushγ’I・I. S. Ellis & II. <..:. 
Wull:ch, (eels.), Economic Development for Lalin 

America, London, 1961. 

Ol:2~) I I. B.じhcncry，“Am:-lomcralionEffcel，” 

!VI. A hrmnovitz, et al. •・The I nterdcpcndcnce of 

Jnv白 trncntDecisions，” The A 1/ocation of Economic 

Resowrns, Stanford, 1959. 

0:1:23) 19621ド2J] ~『 1:1 :~~i l品目線』の伝えるところ

によれば，経済企画院は l日，Ll/i-11Ut!!；廷の総合mトr§.nl·ii!•i

を括公した。この；fl・削により辿及が予定される法制1民

業はf.1i"i11t(fllt}J年if.:1 ：~5万ト γ， I肝~ft~外 1't moo万

ドル，ホアン1't35低ホアン）， JI巴料（盟訟'l't年9万5以)0

トγ，資金外抗530万ド，－.，，ホア γ1't100｛［ホアシ〉，

製鋼－ ~'t ；；支出（抑 1 .11,1主銑鉄25方ト γ，第2年度70万

ト γ，外i't ：~200万 1： ル，＊ア γt't:-ruo他ホア γ〉，池山

（火）J,27也6000万ホアン〉などである。 2月3日そ

の起工式にII!附した；，：，f土jf:j会議J退院は，このHI日iは

“40()()11；.のitl.f司の歴史をとじ， 1.¥'.:h災（1(J1r.i削である，；r1't

を災現するため”のものであり， “Jレールの奇・Ultを超

越して新.m：の栄!.lriを：丹羽しよう”とするものであると
述べたくHY／.悶日．総J, 2 J1 4日夕刊〉。
(!l:.24) 時111の；ll・函はドイツ白木との提携を考・鼠し

ているが，太白1.L1の1Jは五台山l似！？を中心とする工梁

ョγピナー I・ を日本からの扱JJJJで辿投しようとしてい

る。この世l・illiiは360キロの鉄道建設のほか，位式製銚，

製鉄， ソー〆IK，右1K，化学，ヰ'jf出合成， ~a'ili などを

ill・回し，~＆·，正に例をとれば水力 7 カ rt，火ブ＇j 2カ所，

外n2 fJ:1610万ドル，内町2050万ドルの資金計画をも
っている（『帥何日報Li962年：月7日〉。

く注25) H. B. Cher.ery, “ Pn~lerns of lnduslrial 

Growtl1，” America>i Economic Review, Sept. 1960. 

IV 資
f、h
当L

1：百tf'i;;1Ht 5カ句読l・i配は， 19621iiから66i[lまでfli

平均7.1%の｜卦民総記iillのl点以を述l点し， これに

ともなって総資本形成のiiを 196Gfl：においては

1960年の 2. 3 {::11-r.，また総資本形成のZ引を 1960年

の13.4%から 6611 ：の22.21}もまでFl~i次向めようとし

ている。

ill・回JWll'J111の資本Jl予Jおには， 政府の役割がとく
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に強；制されている。総投資にしめる民間資本土政

lf'.f資木・との；切合は， 主JJ1T:J_(tには，J2対5抗 l:f t'J!!iドIQ'.

には117対53であって， WW¥J右f九ドlj’tオ・t,

されているo さらに総J官資の11-1・町iを｜付fiと外Eをに

分けてみると， それは初年度で68対：-l2，門様年度

で75対25である。 WJ日jを逝ir.した股資のための外

貨所要'f<tif:tG他民）00万ドルであるが， このうち2

俗2000万ドルは政府保有外貨の減少によってまか

なわれる予定で・あるから，外資の純必要m'iはそれ

だけ般滅される。

政府資金および外資の比涯が向いため， 民間貯

耕の負担はそれほど向くはならない。外資全のぞ

いた組問内貯帯率は1966年度で15.6%が予定され

ることになる。このうちさらに政府貯訴があるか

ら民間l昨部の負担はさらにii慌減されるo 閃民経怖

の租税負担当えは， 1966"-f:で16%が予定される。

．可rm政慨は， 11t命後の税制改i'j＇~で従来より l."rl妓

税の比訟をたかめ， とく t・こ存修品などの税京をた

かめた。 I例をあげれば，ガソリン税は3～4併

に， i3ai商の税金は引きになった。他方企業終？！？を

援波するため， 法人税は35%というそれほど.：＇：iく

ない：程度にとどめ， さらに利測を再投資するばあ

いの利税務減f:lt,nも考慮しているといわれる白

法人l昨都の促進策とあいまって， 間人m＝訴につ
いても郁々の誘導策がこうじられ， たとえば「預

金制立金等の秘書寺保l咋に閲する法律」（19Gl1f.7月

2911，法千It館668号〉， 「悶民貯部組合法」 (1962年2

月7日，訟手ltt!11020号〉などが制定されている。

革命政権が悶工誌の消印を抑制し， 貯都と投資を

査 ……・山~~竺？？”．．

向上とをmi必な政策日開の1っとしてかかげてい
るが， これと共通する，~1 (t':Jで， IVj:(.J：秋~こ尖脳され

た2大政策は， J1~裂の j:':j利負｛｛tの政Jf:1：による j百が

わりと， 政府による米の民付｛｜；別立の創投とであっ

た。 il'S利；白川の府併りの内容はl出家につき15万

ホアンを限度とし， 前稿者・および的務者から府け

/.I-Iのあ勺た総制700｛.なホアンにおよぶfL1W/1を政府

がJdf.liりしたものである。この同静り1tc.rmの返．前

条件は年利ヰ（20%で， f針：：1::から政府に返済する分

は 5 カ作の均等1n~， 政Jt.”、ら旧貸主へ返済する

分については 11別居白4カ年の均等前越であるo

この政策目；刊利負c11こ苦しむ会j良からいちじるし

く歓迎されたといわれる出26)0

次に政府による米の｜自由民付・l[jlJJ皮は， この政策

を手umしうるほど生2'ff(1!'.iに余栴のある rl~J.足以上の

民民に人気があったといわれる。下図にみられる

ように， 1957作以降J1.'.kim物のその他生P'~物に対す

る交易条件は継続して想化し，近年の打ちつづく

1＇.日作もあって穀物の市場師桁はその生時印刷持をつ

ぐないえなかったといわれるo 政府による米の買

J:.{1lli栴は市i_V;{illi栴よりnく， tl:.;t巨'iそをつぐなうに
たると認められる仰であったo

200 

180 

卸売物（1Hi桁数

穀物

(19fi5｛下： 100〕

奨励する政s策を強力にf!fl進していることは， 以上 120 

の事例をもってしても明らかであるが， 政rmが1i~t

命後災践したj政大の貨幣政策は段業保迎政'A'tにあ

ったといわれている。

政府は 5 カ年計画にも， J~民の生活安定とその

1956 1957 1958 l拓9 1960 

(IH所） Korean Reconstruction Bank, A Guide 

to Investment in [(area Basic lnformalio11 /01 
Foreign Businessmen, .1961, pp. 24～5. 
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出家負偵の府部りは，前述した償還期限のラグ

により， 1961年には通貨明発要因として作用しな

かった。しかし米の自由民付制度はそうでなく，－

これらの政策を巾心として時間通貨は1961年1:j:1に

約 800｛＠ホアン悶発された。この増発況は1959年

が73侭ホアン， 1960f［ミが92i広ホアンであったのに

比していちじるしい急憎である。それにもかかわ

らず昨年中物価がさして脆:i!.l・しなかったというこ

とは奇異の感じすら抱かせられるo その!l~［［］とし

ては物価の抑制に閲する政府の法令が守られたこ

と， 国内市坊が分断され貨幣を物にかえたくても

その条件がどとのわなかったこと，政治上の激励

があって経済活動が山浦していんことなどがあげ

られる。けれども長期的にみるとき民業保謎政策

による通貨の出発は， 国民経済の安定と成長にと

って好ましくない効果をもつのではないかという

点が懸念されるo

われわれが昨年秋に実施された政府の）~業保設

政策を見るとき， それが政治上きわめて重要な政

策であったという事情を考慮しなくてはならな

い。現在の革命政権には北京都および中東部の政

村出身者が多いといわれるが， そういう事情は無

視しても韓国は国民の大多数がいまだ山業に従事

する民民社会であり， しかもその段村はきわめて

食尽で‘ある。したがって革命政椛が安定政権とな

り， 経済発展への基礎を回めるためには段民の文

持をかちとることが不可欠の要件であって， これ

なくしてはいかなる政策も災効があがらないであ

ろうロこうした意味を勘案するならば，革命政府

によって行なわれた成業保護政策は過渡的にやむ

をえなかっただけではなく， 政策的に賢羽であっ

たともいえるであろう〈邸7）。

けれども経済的に韓国の長期発展の径路を者・え

るとき，所得の再分配による段業保説は投資資金

46 

を決して有効に配分することにはならない。くり

かえし述べきたったように民業対玉栄の労働生産

性の格怒はきわめて大きいから， 限界投資の滋lギ

は尽倒的に工業部門においてtriいはずであるoユ：

業品対穀物の交易条件が穀物にとって不和化して

いるとすれば， それは工業製品の供給が相対的に

不足している証拠である。そうだとすればこの交

易条件のひろがりを防止する手段は！出家所得を生

産性とかかわりなく引き上げるニとではなくて，

工業投資を行ない工業製品の供給をより坐1:?iにす

ることによって行なわれなくてはならない。 した

がって昆倒的にみるならば， 資金~i中央から出村

にj散布されるのではなくて ~Hから都市に動員さ

れなくてはならないのである。

現在の事r1t団主！：会~i渦波Wlの社会で・あるロそうし

て過渡期の社会を安定し発展する社会にかえるた

めにはある程度の不経済もしのlまねばならぬ場合

があろう。 しかし料済要l:61は長期jにわたって一貫

して1/ff視することのでぎないものなのであるo

(il~26) 日本政府の統治下において，これと似た政

慌がとられだことがあり，革命政阪はそれを悦i依した

のだという；児もある。

（注27) しかし他方，決議を過度に監視する政焼が

部i'!fの住民の不問をかい，政問不安定の原閣となる羽

合もある。トルコは~：染にウ ι イトの？~~い社会である

が，~梁制m鍛がメソデレス内閣伊ijt自の→闘であった

と説くものがある。 J. Gunther, Inside EuroJJe 
Today, London, 1961, p. 166. 

f付記〕 本稿は1962年2月から 3）］にわたる約回日間，

それ以前に何等のゆ備のない状況において行なわれた

机上調査による仲間経怖の概観である。したがってそ

の内容は－十分正確であることを期待しえないが，それ

は今後の調査によって者Iiわれなくてはならない。この

調査にあたり，小島腿三， i1tt弁芳明，中川｛良夫の諸氏

から右n々のご教示をえた。おわりに記してJ感謝のQを
裂する。

（日本日ll9t:銀行者車部調布役）

（前アジア経箭研究所只）




